
○宝達志水町宅地造成支援事業補助金交付要綱

令和８年３月23日

告示第28号

（趣旨）

第１条 この告示は、より良い住環境整備の推進と定住人口の拡大を図ることを目

的とし、宅地造成事業を行う民間事業者に対し、予算の範囲内において補助金を

交付することに関し、宝達志水町補助金等交付規則（平成17年宝達志水町規則第

32号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

(1) 宅地造成事業 戸建て住宅用の宅地の分譲を目的として行われる事業をい

う。

(2) 民間事業者 民営で宅地造成事業を行う者をいう。

(3) 道路 町道をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号のいずれにも該当する者とする。

(1) 町税及び町の使用料等を滞納していない者

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員でない者

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次

の各号のいずれにも該当する事業とする。

(1) ２区画以上の宅地造成事業であるもの

(2) １区画当たりの面積が165平方メートル以上であるもの

(3) 建築物の用途が一戸建て専用住宅又は建築基準法施行令（昭和25年政令第

338号）第130条の３に定める兼用住宅であるもの。ただし、兼用住宅での営業

については、夜間22時以降は認めない。



(4) 宅地造成に必要な道路（次のいずれにも該当するものに限る。）の新設又

は拡幅を伴うもの。ただし、既存道路の幅員が４メートル以上ある場合を除

く。

ア 宝達志水町町道認定要綱（平成17年宝達志水町告示第334号）に規定する

認定基準及び建築基準法施行令第144条の４に規定する基準を満たし接道す

る道路管理者と協議済であること。

イ その両端を他の道路に接続するもの。

(5) 新設又は拡幅する道路を無償で町に帰属させるもの。ただし、袋小路の道

路を除く。

２ 前項の規定にかかわらず、町長が適当でないと認める場合は、補助対象事業と

しない。

（補助対象経費及び補助金額）

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、宅

地整備又は新設し、若しくは拡幅する道路整備に要する経費とする。

２ 補助金額は、予算の範囲内において別表第１に定めるとおりとし、宅地整備及

び道路整備に係る補助金額の合計額とする。

３ 別表第１により算定した補助金額に１万円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。

４ 補助対象者が行う事業のうち、補助対象事業以外の事業があるときは、当該事

業に係る経費を分離して算定するものとする。

５ 他の助成制度を受けている場合において、その事業費は、補助対象経費に含め

ないものとする。

（事業認定）

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、当該交付を受けようとする

補助対象事業の着手前に、町長の認定（以下「事業認定」という。）を受けなけ

ればならない。ただし、町長が特別の理由があると認めたときは、この限りでな

い。



２ 事業認定を受けようとする補助対象者は、宝達志水町宅地造成支援事業認定申

請書（様式第１号）に、別表第２に掲げる書類を添えて町長に申請しなければな

らない。

（事業認定の通知）

第７条 町長は、前条第２項の申請があったときは、その内容を審査し、これを認

定したときは、宝達志水町宅地造成支援事業認定通知書（様式第２号）により、

当該申請をした補助対象者に通知するものとする。

２ 町長は、事業認定に際し、必要な条件を付することができる。

（事業認定の変更等）

第８条 事業認定を受けた補助対象者（以下「補助事業者」という。）は、当該認

定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更し、又は廃止しよう

とするときは、あらかじめ宝達志水町宅地造成支援事業変更等承認申請書（様式

第３号）に関係書類を添えて町長に申請し、その承認を受けなければならない。

ただし、軽微な変更で町長が認めるものについては、この限りでない。

２ 町長は、前項の申請があったときは、当該申請の内容を審査し、宝達志水町宅

地造成支援事業変更等承認通知書（様式第４号）により当該申請をした補助事業

者に通知するものとする。

（事業認定の取消し）

第９条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助事業の

事業認定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により補助事業の事業認定を受けたとき。

(2) 前号に掲げるもののほか、補助事業の事業認定の内容又はこれに付した条

件その他この告示に違反したとき。

２ 町長は、前項の規定による取消しをしたときは、所定の補助事業認定取消通知

書により補助事業者に通知するものとする。

（交付申請）

第10条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、宝達志水町宅地造成支援事業

補助金交付申請書（様式第５号）に、別表第３に掲げる書類を添えて町長に申請

しなければならない。



２ 前項の申請は、事業認定の通知を受けた日の翌日から起算して１年以内にしな

ければならない。ただし、町長がやむを得ない事情があると認めたときは、この

限りでない。

（交付決定）

第11条 町長は、前条第１項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、

補助金の交付の可否を決定し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、宝達志水町宅地造成支援事業補助金交付決定通知書（様式第６号）により

当該申請をした補助事業者に通知するものとする。

２ 町長は、補助金の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。

（交付決定の取消し）

第12条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(2) 補助金を補助事業の目的以外に使用したとき。

(3) 補助事業の実施方法が不適当と認められるとき。

(4) 補助事業を廃止したとき。

(5) 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定の内容又はこれに付した

条件その他この告示に違反したとき。

２ 町長は、前項の規定による取消しをしたときは、所定の補助金交付決定取消通

知書により補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付の請求等）

第13条 補助事業者は、第11条第１項の規定による通知を受けたときは、宝達志水

町宅地造成支援事業補助金交付請求書（様式第７号）により町長に補助金の交付

を請求するものとする。

２ 町長は、前項の規定による請求に基づき補助金を交付するものとする。

（返還）

第14条 町長は、第12条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合におい

て、補助事業の取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期

限を定めて、その返還を命じなければならない。



（書類の提出等）

第15条 町長は、補助事業の適正な執行を確保するために必要な限度において、補

助事業者に対し、書類の提出若しくは報告を求め、又は必要な調査若しくは検査

をすることができる。

２ 補助事業者は、前項の規定により書類の提出若しくは報告を求められた場合又

は必要な調査若しくは検査が実施される場合には、これに応じなければならな

い。

（整備保管）

第16条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を整備するとともに、補

助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しなけれ

ばならない。

（その他）

第17条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が

別に定める。

附 則

この告示は、令和８年４月１日から施行する。

別表第１（第５条関係）

別表第２（第６条関係）

事業区分 補助金額

宅地整備 1 町有地を取得して開発を行う場合は、1区画当たり一律50万円

2 その他の場合は、1区画当たり一律30万円

道路整備 新設し、又は拡幅する道路は、面積1平方メートル当たり1万円を

乗じた額

事業認定申請添付書類

1 位置図

2 現況図（事業区域を明示したもの）

3 土地利用計画図（事業区域を明示したもの）

4 造成計画図（平面図及び断面図）

5 道路計画図（縦断図及び横断図）



別表第３（第10条関係）

6 求積図及び面積表

（宅地については、各区画面積及びそれらの合計を明示したもの）

（道路については、新設部分、拡幅部分及びそれらの合計を明示したもの）

7 公図の写し（事業区域を明示したもの）

8 土地の登記全部事項証明書（事業区域内全て）

9 現況写真（現況図に撮影位置及び方向を明示したもの）

10 土地売買契約書の写し

11 工事契約書の写し

12 補助対象者の会社・法人の登記事項証明書、個人事業主の場合は住民票の写し

13 その他町長が必要と認める書類

交付申請添付書類

1 出来形測量による求積図及び面積表

（宅地については、各区画面積及びそれらの合計を明示したもの）

（道路については、新設部分、拡幅部分及びそれらの合計を明示したもの）

2 公図の写し（事業区域を明示したもの）

3 土地の登記全部事項証明書（事業区域内全て）

4 工事写真（施工前、施工中及び完了時）

5 土地取得費及び工事費の支払を確認できる領収書又はこれに代わるもの

6 分譲を開始したことが分かる書類

7 その他町長が必要と認める書類


